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回答マニュアル 

（令和７年６月 更新版） 

 

注意点 

※設問には「病院のみ対象」の設問、「病院、診療所のみ対象」の設問がありますが、こ

こでいう病院は「分娩取扱施設の概要」の「分娩取扱施設の種別」の問い（本マニュアル

における問 10）で、①母子への医療を主とする病院、②病院（「母子への医療を主とする

病院」以外の病院）を選択した病院が対象となります。 

※選択形式の設問は、選択肢の内容に独自の記載を追記することはできません。 

 

 

０．分娩取扱施設の基本情報 

問１． 分娩取扱施設の名称 

 開設許可証に記載されているものと同じ正式名称を記載してください。 

問２． 施設所在地 

 貴施設の所在地を記載してください。 

問３．電話番号 

 利用者や住民からの連絡が可能な電話番号を記載してください。 

※市外局番から記載してください。 

問４．ホームページ等の URL 

（１）貴施設のホームページの URL 

 貴施設の開設したホームページがあり、当ウェブサイトに貴施設のホームページの URL

掲載を希望される場合には貴施設のホームページの URLを記載してください。 

（２）Facebookの URL 

 当ウェブサイトに貴施設の Facebook の URL 掲載を希望される場合には貴施設の

Facebookの URLを記載してください。 

（３）X（旧 Twitter）の URL 

 当ウェブサイトに貴施設の X（旧 Twitter）の URL 掲載を希望される場合には貴施設の

X（旧 Twitter）の URLを記載してください。 

（４）Instagramの URL 
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 当ウェブサイトに貴施設の Instagram の URL 掲載を希望される場合には貴施設の

Instagramの URLを記載してください。 

（５）LINEの URL 

 当ウェブサイトに貴施設の LINE の URL 等掲載を希望される場合には貴施設の LINE の

URL等を記載してください。 

（６）その他のホームページ等の URL 

 当ウェブサイトに貴施設の上記以外のホームページ等の URL 掲載を希望される場合に

は URLを記載してください。 

問５．出産育児一時金の直接支払制度の利用可否 

 貴施設における、出産育児一時金の直接支払制度の利用可否を選択してください。 

 【選択肢】可・不可 

問６．アクセス 

 貴施設のアクセスについて、記載してください。 

【自由記載】 

（例）・●●駅から徒歩●分・●●バス停から徒歩●分 

問７．駐車場 

 貴施設の駐車場の有無を選択してください。 

 【選択肢】あり・なし 

問８．外来受付時間 

 診察日か休診日のいずれかを選択してください。診察日の場合は外来受付時間を記載

してください。 

【選択肢】 診察日・休診日 

【自由記載】診察日の場合の外来受付時間 

（例）●時～●時、●時～●時 

問９．外来診療の予約の可否 

 貴施設における、外来診療の予約の可否を選択してください。 

 【選択肢】可・不可 
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Ⅰ． 分娩取扱施設の概要 

問 10．分娩取扱施設の種別 

各選択肢の説明 

①  母子への医療を主とする病院 

産科もしくは小児科を主とする病院はこちらを選択してください。 

②  病院（「母子への医療を主とする病院」以外の病院） 

上記の「母子への医療を主とする病院」に当てはまらない病院はこちらを選択して

ください。 

③  有床診療所  

有床診療所（19 人以下の患者が入院可能な施設）の場合はこちらを選択してくだ

さい。 

④  助産所  

助産所（助産師が公衆又は特定多数人のためその業務（病院又は診療所において行

うものを除く。）を行う場所）の場合は選択してください。 

問 11．周産期母子医療センターの指定の有無（病院のみ対象の設問） 

各選択肢の説明 

①  総合周産期母子医療センター  

「周産期医療体制整備指針」（平成２２年１月２６日付医政発０１２６第１号の別

添２）により、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有し、合併症妊娠（重症妊娠

高血圧症候群、切迫早産等）、胎児・新生児異常（超低出生体重児、先天異常児等）

等母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療等の周産

期医療を行うことができるとともに、必要に応じて当該施設の関係診療科又は他の

施設と連携し、産科合併症以外の合併症（脳血管障害、心疾患、敗血症、外傷等）

を有する母体に対応することができる医療施設として、都道府県に指定されている

病院は選択してください。 

②  地域周産期母子医療センター 

「周産期医療体制整備指針」（平成２２年１月２６日付医政発０１２６第１号の別

添２）により、産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）等を備え、周産期に

係る比較的高度な医療行為を行うことができる医療施設として、都道府県に認定さ

れている病院は選択してください。 

問 12．NICU病床数（床）（病院のみ対象の設問） 

 新生児特定集中治療室管理料１．２（※）、総合周産期特定集中治療室管理料２新生児
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集中治療室管理料を算定している病床数を記載してください。０床の場合は０と記載

してください。 

問 13．産科病床数（床）（病院・診療所のみ対象の設問） 

 妊産婦が同時に入院可能な最大病床数を記載ください。（分娩を伴わない入院（例：切

迫早産、重症妊娠悪阻等）も含みます。） 

 ここでいう妊産婦が入院可能とは、助産師、看護師、産科医師等の配置がなされてお

り、十分な産科診療を行う事ができることをいいます。 

問 14．入所可能ベッド数（助産所のみ対象の設問） 

妊産婦が同時に入所可能なベッド数を記載ください。 

問 15．産科区域の特定の有無（病院のみ対象の設問） 

各選択肢の説明 

①  産科専用の病棟がある  

妊産婦のみが入院する病棟を有する場合は選択してください。  

②  産科専用のスペースが確保されていて専任スタッフがいる混合病棟  

病棟内には婦人科疾患患者や、他診療科の患者が入院しているもしくは入院する可

能性がある混合病棟ではあるが、区域管理（ゾーニング）やユニット化により産科

区域の特定が行われている場合は選択してください。 

※ 婦人科疾患患者、他診療科の患者が区域内にいる、スタッフが専任ではない場合は、③の選択

肢を選んでください。 

・ 区域管理（ゾーニング）とは：廊下を含むひと固まりの領域を産科だけのための区域と

し、その区域を産科専用の「ユニット」として使用することをいう。 

・ ユニット化とは：ひとつづきになっている病棟の一部を産科専用の「ユニット」として使

用することをいう。 

③  産科区域の特定なし 

上記の①・②の選択肢以外の場合はこちらを選択してください。 

問 16．専門職数  

（１）産科医師数（人）（病院・診療所のみ対象の設問） 

 医師法に基づく医師免許を有し、分娩を取り扱う者を示します。  

常勤医師数（※１）のみ記載してください。非常勤医師は計上しないでください。 

※１ 常勤とは、貴施設で定められた勤務時間をすべて勤務する者をいいます。ただし、貴施設で定

めた 1 週間の勤務時間が 32 時間未満の場合は、32 時間以上勤務している者を常勤として計上し、そ

の他は非常勤となります。 
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（２）小児科医師数（人）（病院・診療所のみ対象の設問） 

医師法に基づく医師免許を有し、主として小児医療に従事し新生児の診察に関わる

者を含めて、新生児医療に従事している者の合計人数を記載してください。 

人数は常勤医師数＋常勤換算された非常勤医師数を記載してください。（※２） 

（３）助産師数（人） 

保健師助産師看護師法に基づく助産師免許を有し、産科関連病棟に勤務し、主とし

て助産業務を行う者を示します。（例えば、助産師の免許を有しているが、主として

助産業務を担当していない場合には、助産師数には計上しないでください。） 

人数は常勤助産師数＋常勤換算された非常勤助産師数を記載してください。（※２） 

常勤換算を行う際には、助産業務に従事した時間を対象とするのではなく、主とし

て助産業を行う者の貴施設における勤務時間を対象としてください。 

（４）（３）のうちアドバンス助産師数（人） 

アドバンス助産師とは、日本助産評価機構によって助産実践能力が CLoCMiP（助産実

践能力習熟段階）レベルⅢに達していると評価・認証された助産師をいいます。 

上記『助産師数（人）』の助産師のうち、アドバンス助産師の人数を常勤アドバンス

助産師数＋常勤換算された非常勤アドバンス助産師数で記載してください。（※２） 

（５）看護師数・准看護師数（人） 

看護師数は保健師助産師看護師法に基づく看護師免許を有し、産科関連病棟に勤務

し、あるいは、産科関連外来に専属で勤務しており、主として当該業を担当する者

を示します。（例えば、看護師の免許を有しているが、主として事務を担当している

場合には看護師数には計上しない。） 

准看護師数は都道府県知事からの免許を受けており、産科関連病棟に勤務し、ある

いは、産科関連外来に専属で勤務しており、主として当該業を担当する者を示しま

す。（例えば、准看護師の免許を有しているが、主として事務を担当している場合に

は准看護師数には計上しない。） 

人数は常勤看護師数・准看護師数＋常勤換算された看護師数・准看護師数で記載し

てください。（※２） 

 

※２ 非常勤とは、貴施設と雇用関係にあって※１の常勤でない職員をいいます。貴院の 1 週間の所

定労働時間を基本として、下記のように常勤換算して小数点第一位まで（小数点第二位を四捨五入）

をご記入ください。 

例：1 週間の通常の勤務時間が 40 時間の病院で、週２日（各日３時間）勤務の看護師が１人と、週

３日（各日 5 時間）勤務の看護師が２人いる場合（所定の勤務時間数を超えて行われた時間外勤務は
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含みません） 

非常勤看護師数 ＝｛（２日×３時間×１人）＋（３日×５時間×２人）｝／40時間＝0.9 人 

なお、非常勤職員が月単位で管理をされている場合には、１か月の所定労働時間を用いて、１か月の

勤務時間について常勤換算して計上してください。 

その他注意事項：専門職数の項目について 

有給・無給を問わず現在貴施設に雇用されている者を計上します。施設が直接雇い入れた者、派遣労

働者、出向者、一般の従事者と同様の勤務状況にある家族従事者を含めます。業務請負の労働者、ボ

ランティアは対象外とします。 

【医師が定期的に他院で診察をしている場合の報告】 

正職員の医師が定期的に他院で診察をしている場合、他院での診察時間を除いて常勤換算した人数を

非常勤職員に計上してください。 

【当直医を外部に委託している場合の報告】 

当該施設と雇用関係（施設が直接雇い入れた者、派遣労働者、出向者、一般の従事者と同様の勤務状

況にある家族従事者）がある場合には非常勤職員として計上してください。 

【長期にわたって勤務していない職員、産前･産後休暇や育児休暇中の職員の扱い】 

現在、当該医療施設に勤務していない者で、長期にわたって勤務していない者（３か月を超える者。

予定者を含む）については、計上しません。 

ただし、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）で定める産前・産後休業（産前６週間・産後８週間）

並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 3 年法律第 76

号）で定める育児休業及び介護休業を取得している者については、計上します。休業中の者に代替者

がいる場合は、代替者のみを計上します（休業中の者は含めない）。 

【短時間勤務の常勤職員の扱い】 

勤務時間でご判断いただき、１週間の勤務時間が 32時間未満の場合は、非常勤職員として計上してく

ださい。 

 

問 17．年間の分娩取扱件数 

（１）経腟分娩 

令和６年４月１日～令和７年３月３１日の１年間の経腟分娩を行った件数（死産を

含む）が含まれる選択肢を選択して下さい。なお、双生児の場合２件としてくださ

い。 

【選択肢】①０～20 件、②21～40 件、③41～60 件、④61～80 件、⑤81～100 件、⑥

101～150 件、⑦151～200 件、⑧201～300 件、⑨301～400 件、⑩401～500 件、⑪501

～600件、⑫601～700件、⑬701～800件、⑭801～900件、⑮901～1000件、⑯1001～

1500件、⑰1501～2000件、⑱2001～2500件、⑲3001件～ 

（２）帝王切開での出産（病院・診療所のみ対象の設問） 
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令和６年４月１日～令和７年３月３１日の１年間の帝王切開術を行った件数（死産

を含む）が含まれる選択肢を選択してください。なお、双生児の場合１件としてく

ださい。  

【選択肢】①０～20 件、②21～40 件、③41～60 件、④61～80 件、⑤81～100 件、⑥

101～150 件、⑦151～200 件、⑧201～300 件、⑨301～400 件、⑩401～500 件、⑪501

～600 件、⑫601～700 件、⑬701～800 件、⑭801～900 件、⑮901～1000 件、⑯1001

件～ 

 

 

問 18．入院中に実施される検査等 

（１）新生児聴覚検査の自施設での実施の有無 

新生児聴覚検査の自施設での実施有無を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

（２）自施設での実施がない場合の新生児聴覚検査可能施設の情報提供の有無 

（１）の問いへの回答で「なし」を選択された施設のみご回答ください。 

新生児聴覚検査が可能な他施設で受検してもらうための情報提供の実施有無を選択

してください。 

【選択肢】あり・なし 

（３）小児科医師による新生児の診察（複数選択可） 

   各選択肢の説明 

①  産婦（母親）の入院中に小児科医師による新生児の診察あり  

    母親の入院中に小児科医師による新生児の診察が行われる場にこちらを選択して

ください。（小児科医師の勤務形態は問いません。） 

②  産婦（母親）の退院後に連携施設で小児科医師による新生児の診察あり  

貴施設を退院後から１ヶ月健診（産婦健康診査）までの間（もしくは自宅分娩後

の外出許可後）に連携施設において小児科医師による新生児の診察がある場合に

はこちらを選択してください。（１ヶ月健診は含みません。） 

③  産婦（母親）の入院中に小児科以外の産婦人科等の医師による診察、もしくは 

助産師による新生児への保健指導あり  

貴施設での分娩後の入院中（もしくは自宅分娩後の自宅にでの療養中）に産婦人

科や内科など小児科以外の医師による新生児の診察がある場合、また助産師によ

る保健指導がある場合にこちらを選択してください。 
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（４）風疹抗体価が低い産婦に対する風疹含有ワクチンの接種（出産後の接種）（病院・診

療所のみ対象の設問） 

妊婦健診（妊婦健康診査）等での風疹ウイルス抗体検査において、抗体価が低値で

追加接種が必要と判断された産婦（出産後の方）への風疹含有ワクチンの接種を産

後の入院中に行っている場合は「あり」。妊婦の希望はあるが、入院中には対応して

いない場合は「なし」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

  

問 19．産婦健診（産婦健康診査）の実施 

（１）２週間健診（産婦健康診査）実施 

２週間健診（産婦健康診査）の実施有無を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

（２）１か月健診（産婦健康診査）の実施 

１か月健診（産婦健康診査）の実施有無を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

  

Ⅱ．助産ケア  

問 20．助産師外来実施（病院・診療所のみ対象の設問） 

助産師が医師と連携して、外来診療時に妊婦健診・保健指導を実施している場合は

「あり」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

 

・ 助産師外来の定義：緊急時の対応が可能な医療機関において、助産師が産科医師と

役割分担をし、妊産婦とその家族の意向を尊重しながら、健康診査や保健指導を行う

ことをいう。ただし、産科医師が健康診査を行い、保健指導・母乳外来等のみを助産

師が行う場合はこれに含まない。 

問 21．妊娠期・分娩期・産褥期のケア 

（１）院内助産実施（病院・診療所のみ対象の設問） 

助産師が医師と連携して妊娠から産後までのケアをおこなっている場合は「あり」

を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 
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・ 院内助産の定義：緊急時の対応が可能な医療機関において、助産師が妊産婦とその

家族の意向を尊重しながら、妊娠から産褥 1 か月頃まで、正常・異常の判断を行い、

助産ケアを提供する体制。 

（２）入院中の授乳育児の支援 

産婦（母親）の希望がある場合、分娩を伴う入院中に、母乳育児もしくは人工乳

（ミルク）による育児などの授乳育児の支援ある場合には「あり」を選択してくだ

さい。 

【選択肢】あり・なし 

（３）授乳支援を行う外来の実施（退院後） 

授乳支援を行う外来とは産婦の乳房トラブルや授乳に関する支援、授乳指導等を行

う外来を指します。自治体からの費用の補助の有無は問いません。 

 各選択肢の説明 

① 授乳支援を行う外来を実施している 

  貴施設で出産をした産婦以外に対しても授乳支援を行う外来を行っている場合は

こちらを選択して下さい。 

② 自施設で出産した産婦（母親）のみを対象とした授乳支援を行う外来を実施して

いる 

 貴施設で出産をした産婦に対してのみ授乳支援を行う外来を行っている場合にこ

ちらを選択してください。 

③ 授乳支援を行う外来を実施していない 

 授乳支援を行う外来を行っていない場合はこちらを選択してください。 

 

問 22．産後ケア事業（※３）の実施 

（１）宿泊型（ショートステイ）型 

市区町村からの委託を受け、病院、助産所等の空きベッドの活⽤等により、宿泊に

よる休養の機会を提供するとともに、心身のケアや育児のサポート等を実施してい

る場合は「あり」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

 

（２）通所（デイサービス）型（個別型） 

市区町村からの委託を受け、個別で⽀援を⾏える施設（病院・診療所・助産所等）
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において、⽇中、来所した利⽤者に対し心身のケアや育児サポート等を実施してい

る場合は「あり」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

 

（３）通所（デイサービス）型（集団型） 

市区町村からの委託を受け、集団で⽀援を⾏える施設（病院・診療所・助産所等）

において、⽇中、来所した利⽤者に対し心身のケアや育児サポート等を実施してい

る場合は「あり」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

（４）居宅訪問（アウトリーチ）型 

市区町村からの委託を受け、助産師等の看護職を中心とした産後ケア実施担当者が

利⽤者の⾃宅に赴き心身のケアや育児のサポート等を実施している場合は「あり」

を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

 

※３ 病院、診療所、助産所、自治体が設置する場所（産後ケアセンター等）又は支援対象者の居宅

において、助産師等の看護職が中心となり、出産後１年を経過しない女子及び乳児を対象に、心身の

ケアや育児のサポート等を行う市区町村事業。 

 

Ⅲ．付帯サービス 

問 23．立ち会い出産実施（経腟分娩の場合） 

貴施設の方針として妊婦が希望した場合に、分娩に家族等の立ち会いを実施する場

合は「あり」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 

※ 立ち会い可能な家族の種類（配偶者、パートナー、実母等）については問いません。 

※ 感染症流行時や災害時等、例外的に立ち会いができない時期がある場合についても有を選択して

ください。 

問 24．無痛分娩実施（病院・診療所のみ対象の設問） 

各選択肢の説明 

①  希望による無痛分娩可能 

無痛分娩（麻酔によって陣痛の痛みを和らげ、分娩する方法）について、 実施する
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ことが可能な場合はこちらを選択してください。例えば経産婦のみ可能、特定の曜

日のみ可能など条件付きの場合もこちらを選択してください。 

②  医学的適応のみ対応可能 

医学的適応のみ無痛分娩対応の場合は、こちらを選択してください。 

③  対応していない 

無痛分娩を実施していない場合にはこちらを選択ください。 

問 25．無痛分娩の指標（病院・診療所のみ対象の設問） 

（１）無痛分娩の麻酔の方法（複数選択可） 

 各選択肢の説明 

①  硬膜外麻酔 

硬膜外麻酔を行い無痛分娩を行っている場合はこちらを選択してください。 

②  脊椎くも膜下硬膜外併用麻酔  

脊椎くも膜下麻酔、硬膜外麻酔を併用し無痛分娩を行っている場合はこちらを選  

択してください。 

③  その他  

①、②以外の麻酔方法を行う場合にはこちらを選択してください。 

（２）無痛分娩麻酔管理者の資格（複数選択可） 

無痛分娩麻酔管理者とは無痛分娩とそれに関連する業務の管理・運営責任者の資格

を選択してください。 

【選択肢】 

① 麻酔科専門医 

② 麻酔科標榜医 

③ 産婦人科専門医 

  

（３）JALAサイトへの掲載 

 JALA（無痛分娩関係学会・団体連絡協議会）への施設掲載の有無を選択してくださ

い。 

 【選択肢】あり・なし 

（４）JALAのホームページアドレス 
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貴施設が JALA に掲載されており、本ウェブサイトにリンク先を掲載希望の場合は、

その URLをご記載ください。 

（５）麻酔の実施体制（対応可能時間） 

 各選択肢の説明 

① 24時間対応している  

 原則として 24時間対応している場合にはこちらを選択してください 

② 24時間は対応していない  

 原則として 24時間は対応していない場合にはこちらを選択してください。 

（６）麻酔の実施体制（無痛分娩を行う際の陣痛誘発の有無） 

 各選択肢の説明 

① 計画分娩としている 

 原則として、計画分娩としている場合にはこちらを選択してください。 

② 自然陣痛がきてからの無痛分娩としている 

 原則として自然陣痛が来てからの麻酔導入を行っている場合にはこちらを選択して

ください。 

問 26．母子同室実施（医学的に産婦（母親）や新生児の管理が必要な場合を除く）  

 各選択肢の説明 

①  母子同室  

原則として母子同室としている場合にはこちらを選択してください。 

②  母子別室  

原則として母子別室（産婦（母親）は自室、新生児は新生児室等）としている場合

にこちらを選択してください。 

問 27．居室に関わること 

（１）個室・ 集中治療室（ICU、MFICU など）を除く一般病床において他の患者が入

ることのない、定員一名の病床を有する場合は「あり」を選択してください。 

・ 助産所の場合は、妊産婦一人に対して個室がある場合には「あり」を選択してく

ださい。 

・ 妊産婦の家族等が泊まるなどの場合でも他の患者・妊産婦が入らない場合は「あ

り」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし 
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（２）個室利用の際の差額費用支払いの必要性（上記で「あり」を選択した場合のみ

回答）（医学的理由での個室利用を除く）・ 個室を利用する場合に別途費用が必要な

場合は「あり」を選択してください。 

・ 差額が生じる個室と生じない個室が混在する場合は「場合による」を選択してく

ださい。 

・ 差額が生じない個室のみの場合は「なし」を選択してください。 

・ 各個室に複数の価格設定がある場合において、差額が生じない個室を有する場合

は「場合による」、差額が生じない個室がない場合は「あり」を選択してください。 

【選択肢】あり・なし・場合による 

 

Ⅳ．分娩に要する費用等の公表方法 

問 28．分娩に要する費用（複数選択可） 

 正常分娩の際にかかるおおよその費用の公表方法について、以下の選択肢から当てはま

るものを選んで回答してください。 

【選択肢】 

① ホームページに記載 

② 施設内に掲示 

③ SNSに記載 

④ パンフレットに記載 

 

問 29．室料差額（複数選択可） 

 室料差額を伴う部屋の種類や、その室料差額の公表方法について、以下の選択肢から当

てはまるものを選んで回答してください。 

【選択肢】 

① ホームページに記載 

② 施設内に掲示 

③ SNSに記載 

④ パンフレットに記載 

⑤ 室料差額なし 
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問 30．無痛分娩に要する費用（病院・診療所のみ対象の設問）（複数選択可） 

 無痛分娩にかかる費用の公表方法について、以下の選択肢から当てはまるものを選んで

回答してください。 

【選択肢】 

① ホームページに記載 

② 施設内に掲示 

③ SNSに記載 

④ パンフレットに記載 

⑤ 無痛分娩の取扱なし 

 

●ホームページ等の URL 

１．貴施設のホームページの URL 

 貴施設の開設したホームページがあり、貴施設の「分娩に要する費用」、「室料差額」、

「無痛分娩に要する費用」が掲載されている場合には貴施設のホームページの URLを

記入してください。 

２．Facebookの URL 

  貴施設の Facebook に、貴施設の「分娩に要する費用」、「室料差額」、「無痛分娩に要

する費用」が掲載されている場合には貴施設の Facebook の URL を記入してください。 

３．X（旧 Twitter）の URL  

 貴施設の X（旧 Twitter）に、貴施設の「分娩に要する費用」、「室料差額」、「無痛分

娩に要する費用」が掲載されている場合には貴施設の X（旧 Twitter）の URL を記入

してください。 

４．Instagramの URL 

 貴施設の Instagram に、貴施設の「分娩に要する費用」、「室料差額」、「無痛分娩に 

要する費用」が掲載されている場合には貴施設の Instagramの URLを記入してくださ

い。 

５．LINEの URL 

 貴施設の LINE に、貴施設の「分娩に要する費用」、「室料差額」、「無痛分娩に要する

費用」が掲載されている場合には貴施設の LINEの URLを記入してください。 

６．その他のホームページ等の URL 

 貴施設の上記以外のホームページ等に、貴施設の「分娩に要する費用」、「室料差額」、
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「無痛分娩に要する費用」が掲載されている場合には URLを記入してください。 

 

５．出産育児一時金の直接支払制度の専用請求書データ 

※ここは記入の必要はありません！ 

（１） 入院日数 

 算出対象期間に貴施設に提出いただいた出産育児一時金の直接支払制度の専用請求書

の入院した日数について平均値や中央値、四分位数を記載しています。 

 

（２） 出産費用 

 算出対象期間に貴施設に提出いただいた出産育児一時金の直接支払制度の専用請求書

の「妊婦合計負担額」から「産科医療保障制度」、「その他」、「室料差額」の３つの項

目に記載されている金額を差し引いた費用について、平均値や中央値、四分位数を記

載しています。 

（３） 室料差額 

 算出対象期間に貴施設に提出いただいた出産育児一時金の直接支払制度の専用請求書

の「室料差額」の項目に掲載されている費用について、平均値や中央値、四分位数を

記載しています。 

（４） 妊婦合計負担額 

算出対象期間に貴施設に提出いただいた出産育児一時金の直接支払制度の専用請求書

の「入院料」、「室料差額」、「分娩料」、「新生児管理保育料」、「検査・薬剤料」、「処置・

手当料」、「産科医療補償制度」、「その他」、「一部負担金等」の項目に掲載されている費

用の合計について平均値や中央値、四分位数を記載しています。 

 

注１：出産育児一時金の直接支払制度を利用した場合に貴施設が審査支払機関に提出する専用請求書

（正常分娩のみ）から平均値等を算出しています。提出された専用請求書が異常分娩のみの施設につ

いては - （ハイフン）が記載されます。 

注２：提出いただいた専用請求書の中で、請求日が算出対象期間に当てはまらない場合は除外します。 


